
「福井県流域下水道事業 経営戦略」について 

【目  的】福井県流域下水道事業（＝九頭竜川流域下水道事業）について、住民の日

常生活に欠くことのできない下水道サービスの提供を将来にわたり安

定的に継続するため、中長期的な経営の基本計画を策定し、経営基盤強

化と財政マネジメントの向上を図る。 

【対象期間】１０年間（令和３年度～１２年度（令和７年度改定）） 

【改定内容】・老朽化・耐震化による建設改良費の増加 

      ・流入汚水量や令和７年度の維持管理負担金改定の反映 

      ・ＤＸの推進、民間活力の活用(ウォーターＰＰＰ導入検討)の追加 

 

１．基本方針と主な取り組み  

基本方針 主な取り組み 

〇安定した下水道サー

ビスの提供 
 
 
下水道施設の適切な運転

管理を図るとともに災害

対策を推進することで、安

定した下水道サービスの

提供を目指す。 

【耐震化計画の策定と実施】 

・九頭竜川流域下水道耐震化計画の策定（令和６年度） 

・計画に基づき、処理場、ポンプ場、幹線管路の耐震化を推進 

【施設浸水対策】 

・河川氾濫により浸水する恐れがある施設の耐水化 

【危機管理体制の強化】  

・業務継続計画(BCP)や緊急対応マニュアル等の作成・更新 

・他自治体や関係団体等との合同訓練等の実施 

〇適切なマネジメント 
 
 
計画的な老朽化対策によ

る下水道施設のライフサ

イクルコストの低減や、広

域化・共同化の取組促進等

による事業の効率化を目

指す。 

【ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ計画の策定と実施】 

・九頭竜川流域下水道ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ計画の策定（令和７年度） 

・計画に基づく点検・調査や修繕・改築による予防保全の強化 

【広域化・共同化】 

・維持管理業務の共同化等を検討、維持管理費を削減 

【ＤＸの推進】 

・下水道台帳を災害時に適切に対処できるシステム体制の構築 

・ドローン活用の検討 

〇経営の健全化 
 
 
財源を適切に確保し、収支

バランスに基づく健全経

営を目指す。 

【収入の確保】 

・維持管理負担金単価を令和７年度に改定、引き続き適切な維持

管理負担金単価を検討 

【下水道資源の活用】 

 ・消化ガス発電による動力費の削減継続 

 ・汚泥の再資源化、有効利用の推進 

・下水道資源の有効活用に関する先進事例等の情報収集・検討 

【費用の節減】 

 ・省エネ機器の導入など効率的な設備の運転 

 ・計画的な修繕や消耗品の交換による施設の効率的な運用 

【民間活力の活用】 

 ・ウォーターＰＰＰの導入検討 

２．投資・財源計画（収支見込）  

〇建設に関する投資・財源計画 

・施設等は概成しており、耐震化計画およびストックマネジメント計画に基づき効率よく事業を実施。 
 
・国庫補助金、企業債、関連市（福井市、あわら市、坂井市）からの建設負担金を財源に、事業費の平準化を図りながら

令和８年度以降年間約１７億円を投資。 

 

〇維持管理に関する収支見込 

・近年、施設の老朽化や物価の上昇等により維持管理

費が増加したが、コスト縮減努力や繰越金※の活用

等により、平成２５年より維持管理負担金単価を据

え置いた。しかし、維持管理費の増加による繰越金

の減少のため、令和７年度に５９円/㎥に改定。 
 
・今後、流入汚水量は横ばいでの推移と予測され、維

持管理負担金（収入）も横ばいとなる一方、維持管

理費等の支出が増加するため、支出が収入を上回る

傾向が続く見込み。 
 
・現単価を据え置いたまま、収支差額を繰越金で補填

する運営では、現在保有する繰越金（約８億円 R6

末）が減少。 

 

 

 

 

 

３．コスト縮減等の取り組み  

これまでも省エネ機器の導入や運転管理の効率化等により維持管理にかかるコスト縮減を行ってきたが、今後も更な

るコスト縮減や収益向上案に取り組む。 

  

 

 

 

 

 

 

 

４．今後の取り組みの方向性  

一定程度の繰越金を維持しつつ、収支を均衡させる

更なる取り組みが必要 

※繰越金：収入から支出を差し引いた金額の累積。下水道施設の大規模修繕、収支

差額の補填、突発的な事故や災害対応に対する備えとして維持してきたもの。 

地方公営企業法を適用した令和２年度からは、事業の運転資金としても使用。 

健全な事業運営に向けて、一層のコスト縮減や収益向上に取り組むとともに、維持管理負担金単価を適切に設定 

することで、一定程度の繰越金を維持しながら収支を均衡させる運営を目指す。 


